
 
 

一

 
 
 

独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案 

 

独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
十
二
条
第
三
項
中
「
前
項
」
を
「
前
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加

え
る
。 

３ 

政
府
又
は
地
方
公
共
団
体
の
職
員
と
し
て
の
前
歴
を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
在
職
期
間
が
通
算
し
て
二
十
年
を
超
え

る
も
の
は
、
委
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

４ 

委
員
は
、
他
の
政
府
職
員
の
職
を
兼
ね
て
は
な
ら
な
い
。 

 

第
二
十
条
第
一
項
中
「
次
に
掲
げ
る
者
の
う
ち
か
ら
」
の
下
に
「
、
原
則
と
し
て
公
募
の
方
法
に
よ
り
、
評
価
委
員
会
の
意

見
を
聴
い
て
」
を
加
え
、
「
任
命
す
る
」
を
「
選
任
す
る
」
に
改
め
る
。 

 

第
二
十
二
条
中
「
役
員
」
の
下
に
「
（
監
事
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

２ 

政
府
の
職
員
、
地
方
公
共
団
体
の
職
員
（
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
又
は
政
府
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
の
職
員
と
し
て

の
前
歴
を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
そ
の
在
職
期
間
が
通
算
し
て
二
十
年
を
超
え
る
も
の
は
、
監
事
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

 

第
三
十
五
条
中
「
終
了
時
に
お
い
て
」
の
下
に
「
、
民
間
に
ゆ
だ
ね
る
こ
と
が
ふ
さ
わ
し
い
事
務
及
び
事
業
に
つ
い
て
は
で



 

二

き
る
限
り
民
間
に
ゆ
だ
ね
る
こ
と
等
を
旨
と
し
て
」
を
加
え
る
。 

 

第
三
十
八
条
第
二
項
中
「
監
事
の
意
見
（
次
条
の
規
定
に
よ
り
会
計
監
査
人
の
監
査
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
独
立
行
政

法
人
に
あ
っ
て
は
、
監
事
及
び
会
計
監
査
人
の
意
見
。
以
下
同
じ
。
）
」
を
「
監
事
及
び
会
計
監
査
人
の
意
見
」
に
改
め
、
同

条
第
四
項
中
「
及
び
監
事
」
を
「
並
び
に
監
事
及
び
会
計
監
査
人
」
に
改
め
る
。 

 

第
三
十
九
条
中
「
（
そ
の
資
本
の
額
そ
の
他
の
経
営
の
規
模
が
政
令
で
定
め
る
基
準
に
達
し
な
い
独
立
行
政
法
人
を
除
く
。
）
」

を
削
る
。 

 

第
七
十
一
条
第
七
号
中
「
監
事
」
の
下
に
「
及
び
会
計
監
査
人
」
を
加
え
る
。 

 

附
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

 

（
統
合
等
の
場
合
の
資
産
の
評
価
） 

第
五
条 

政
府
は
、
独
立
行
政
法
人
の
統
合
又
は
解
散
が
行
わ
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
独
立
行
政
法
人
の
保
有
す
る
資
産

に
つ
い
て
、
不
動
産
鑑
定
士
に
よ
る
鑑
定
評
価
そ
の
他
の
専
門
的
な
知
識
経
験
を
有
す
る
者
に
よ
る
鑑
定
又
は
評
価
に
基
づ

い
て
的
確
な
評
価
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

 
 
 

附 

則 



 
 

三

 
（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
検
討
） 

第
二
条 

政
府
は
、
そ
の
業
務
の
財
源
に
充
て
る
た
め
に
必
要
な
金
額
の
う
ち
一
定
の
割
合
に
相
当
す
る
金
額
以
上
の
金
額
を

政
府
が
交
付
し
て
い
る
独
立
行
政
法
人
で
あ
っ
て
、
そ
の
事
務
及
び
事
業
を
確
実
に
実
施
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る

金
額
を
著
し
く
超
過
す
る
金
額
の
余
裕
金
を
保
有
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
当
該
余
裕
金
の
水
準
が
適
正
な
も
の
と
な
る
よ
う
、

必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

政
府
は
、
独
立
行
政
法
人
と
国
の
機
関
と
の
間
に
お
け
る
人
事
交
流
に
つ
い
て
、
独
立
行
政
法
人
の
業
務
の
運
営
に
お
け

る
自
主
性
及
び
効
率
性
を
損
な
い
、
並
び
に
そ
の
事
務
及
び
事
業
の
実
施
の
公
正
性
に
対
す
る
国
民
の
疑
惑
や
不
信
を
招
く

こ
と
が
な
い
よ
う
、
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
経
過
措
置
） 

第
三
条 

こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
以
下
「
新
法
」
と
い
う
。
）
第
十
二
条
第
三
項
の
規
定
は
こ

の
法
律
の
施
行
の
日
以
後
に
任
命
さ
れ
る
評
価
委
員
会
の
委
員
に
つ
い
て
、
新
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
は
こ
の
法
律
の



 

四

施
行
の
日
以
後
に
任
命
さ
れ
る
法
人
の
長
に
つ
い
て
、
新
法
第
二
十
二
条
第
二
項
（
政
府
又
は
地
方
公
共
団
体
の
職
員
（
非

常
勤
の
者
を
除
く
。
）
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
の
規
定
は
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
以
後
に
任
命
さ
れ
る
監
事
に
つ
い
て
適

用
す
る
。 

第
四
条 

新
法
第
三
十
九
条
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
財
務
諸
表
（
独
立
行
政

法
人
通
則
法
第
三
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
諸
表
を
い
う
。
）
、
事
業
報
告
書
（
会
計
に
関
す
る
部
分
に
限
る
。
）

及
び
決
算
報
告
書
に
つ
い
て
適
用
す
る
。 

 

（
国
立
大
学
法
人
法
の
一
部
改
正
） 

第
五
条 

国
立
大
学
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
二
号
）
第
三
十
五
条
の
表
中
第
三
十
八
条
第
二
項
か
ら
第
三
十
九
条

ま
で
の
項
を
削
る
。 

 

（
総
合
法
律
支
援
法
の
一
部
改
正
） 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 

  

第
三
十
九
条

独
立
行
政
法
人 

額
そ
の
他
の
経 

令
で
定
め
る
基 



 
 

五

第
三
十
九
条

財
務
諸
表 

総
合
法
律
支
援
法
第 

第
一
項
に
規
定
す
る 

（
以
下
「
財
務
諸
表
」 

四
十
四
条

財
務
諸
表

第
六
条 

総
合
法
律
支
援
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
四
号
）
第
四
十
八
条
の
表
中 
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」 

  
 
 
 

 
 
 

に
改
め
る
。 

（
そ
の
資
本
の 

営
の
規
模
が
政 

準
に
達
し
な
い 

を
除
く
。
） 

日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー 

 

総
合
法
律
支
援
法
第
四
十
四
条 

第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
諸
表

（
以
下
「
財
務
諸
表
」
と
い
う
。
）

 

独
立
行
政
法
人 

 

財
務
諸
表 

 
  



 

六

と
い
う
。
）

 
 
 
 

 
 

」 

 



 
 

七

 
 
 
 

 

理 

由 

 

独
立
行
政
法
人
の
業
務
運
営
に
お
け
る
自
主
性
を
高
め
る
等
の
た
め
、
役
員
に
係
る
兼
職
の
制
限
の
強
化
等
の
措
置
を
講
ず

る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 

  


